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税務訴訟資料 第２７２号（順号１３７１１） 

 

 大阪地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 処分取消請求事件 

 国側当事者・国（岸和田税務署長） 

 令和４年５月１２日棄却・確定 

 

    判    決 

 原告          甲 

 同訴訟代理人弁護士   仲井 敏治 

 同補佐人税理士     永橋 利志 

 被告          国 

 同代表者法務大臣    古川 禎久 

 処分行政庁       岸和田税務署長 

             土田 真弘 

 同指定代理人      細谷 鈴路 

 同           小泉 雄寛 

 同           石田 隆邦 

 同           村岡 恭子 

 同           橋本 和也 

 

    主    文 

 １ 原告の請求を棄却する。 

 ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

    岸和田税務署長が平成３１年４月１０日付けで原告に対してした更正をすべき理由がない旨

の通知処分（以下「本件通知処分」という。）を取り消す。 

 第２ 事案の概要 

    被相続人である乙（昭和●年生まれで平成２５年死亡。以下「乙」という。）は、株式会社

Ａ（建築用木材製品の販売等を目的とする株式会社。以下「Ａ社」という。）を経営していた

ところ、平成２５年に死亡した。乙の子である原告（昭和●年生まれ）は、乙が所有してい

たＡ社の株式（以下「本件株式」という。）を含む乙の遺産を相続し（以下、この相続を「本

件相続」という。）、他の共同相続人と共に本件相続に係る相続税（以下「本件相続税」とい

う。）の申告をした（以下、この申告を「当初申告」といい、当初申告に係る申告書を「当初

申告書」という。）。 

    その後、原告は、Ａ社が過去に利益水増し等の粉飾決算をしていたために当初申告における

本件株式の評価額が過大になっていたとして本件相続税の更正の請求（以下「本件更正請求」

という。）をした。しかし、岸和田税務署長は、更正すべき事実が確認できなかったとして、

本件通知処分をした。 
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    本件は、原告が、岸和田税務署長がした本件通知処分には本件株式の評価額を誤った違法が

あるなどと主張して、被告を相手に、本件通知処分の取消しを求める事案である。 

  １ 関係法令等の定め 

    本件における関係法令は、別紙１関係法令等の定めに記載のとおりである（なお、同別紙中

に用いた略語は本文においても同様に用いる。）。 

  ２ 前提事実 

    以下の事実は、当事者間に争いがないか、又は証拠（各項に関連する書証を掲記する。）及

び弁論の全趣旨により容易に認定することができるものである。 

  （１）原告、乙、Ａ社 

    ア 原告、乙 

      原告（昭和●年生まれ）は、乙（昭和●年生まれ）が平成２５年８月●日（以下「本件

相続開始日」という。）に死亡したことから、乙の妻である丙（昭和●年生まれ）及び原

告の妹である丁（昭和●年生まれ）と共に、乙の遺産を相続した（本件相続）。なお、原

告の法定相続分は４分１である。（甲１の１～４） 

    イ Ａ社 

    （ア）概要 

       Ａ社は、江戸時代に創業され、昭和３１年に設立された建築・土木用木材製品（主に

型枠）の販売等を目的とする株式会社であった（発行済株式総数は９万２０００株、資

本金額は４６００万円）。Ａ社について、平成３０年７月に破産手続開始の決定がされ、

令和元年９月に破産手続終結の決定がされた。（甲５、乙３の２） 

       乙は、遅くとも平成１６年５月～平成２３年４月、Ａ社の代表取締役であった（ただ

し、乙は、代表取締役の辞任後もＡ社の取締役であって、平成２５年４月に取締役を辞

任した。）。原告は、遅くとも平成１６年５月～平成３０年７月、Ａ社の代表取締役であ

った。Ａ社の経営は、平成２１年頃までは乙が行っていたが、同年頃以降は原告が行っ

ていた。（甲３、５、８、２４、乙３の２） 

       なお、丙は、遅くとも平成１６年５月～平成２９年５月、Ａ社の取締役であった（甲

５）。 

    （イ）事業年度 

       Ａ社の事業年度は、３月１日～翌年２月末日の１年間であった（以下、Ａ社の事業年

度については、各事業年度の終了年月をもって「平成２２年２月期」等と表記する。）

（甲１３の１～７）。 

    （ウ）株式 

       乙は、本件相続開始日（平成２５年８月●日）において、本件株式（Ａ社の株式）を

４万４１００株所有していた。本件相続により、本件相続開始日に乙が所有していたこ

れらの本件株式のうち３万２２８３株を原告が、１万１８１７株を丙が、それぞれ取得

した。（甲２） 

       Ａ社は、本件相続開始日（平成２５年８月●日）において、評価通達１７８の「中会

社」に該当した。また、本件株式は、同日において、評価通達１６８の（３）の「取引

相場のない株式」に該当した。（甲８、弁論の全趣旨） 

  （２）当初申告 
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     乙の相続人らは、平成２６年６月２０日、岸和田税務署長に対し、別表１「課税の経緯」

の「当初申告」欄のとおり、当初申告（本件相続税の申告）をした（甲２）。 

     当初申告において、乙の相続人らは、本件株式１株当たりの評価額を、評価通達１８９－

２（比準要素数１の会社の株式の評価）ただし書の定めに基づき、４３６８円とした。なお、

原告は、当初申告において、非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例（租税特別措

置法〔平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下同じ。〕７０条の７の２。以下「本

件特例」という。）の適用を受ける旨を申告書に記載した。（甲２） 

  （３）Ａ社の廃業等 

     Ａ社は、平成２９年、金融機関の勧めにより、Ｂ（以下「Ｂ」という。）に対し、経営再

建の支援要請をした。 

     Ｂは、Ａ社の財務状況等を審査するために、戊公認会計士（以下「戊公認会計士」とい

う。）を選定した。 

     戊公認会計士は、Ａ社の財務状況等を審査するために、ヒアリング等の調査を実施した。

その調査の過程において、Ａ社の経理担当者であったＣ（以下「Ｃ」という。）は、Ａ社の

各事業年度における粉飾金額の一覧表を記載した書面（甲１１。以下「本件粉飾一覧表」と

いう。）を作成した。本件粉飾一覧表の記載の概要は、別表２のとおりである。 

     戊公認会計士は、上記調査の結果、平成２９年１２月１９日付け「調査報告書（案）」（甲

１２。以下「本件調査報告書案」という。）を作成した。 

     Ａ社は、平成３０年４月２３日、事業を廃止した。（以上につき、甲８、１１、１２、乙

２、弁論の全趣旨） 

  （４）破産手続開始の決定等 

     大阪地方裁判所岸和田支部は、平成３０年７月●日、Ａ社及び原告の各破産手続開始の決

定をし、Ｄ弁護士（以下「Ｄ弁護士」という。）をＡ社及び原告の各破産管財人に選任した

（乙３の１・２）。 

     上記のＡ社の破産手続開始の決定に伴い、原告が適用を受けていた本件特例に係る納税猶

予の期限が確定した（租税特別措置法７０条の７の２第３項８号）。 

  （５）本件更正請求 

    ア 本件更正請求 

      原告は、平成３０年１０月１６日、岸和田税務署長に対し、Ａ社において、平成１４年

２月期～平成２１年２月期の間に粉飾決算が行われていたことから、これに基づいてした

当初申告時の本件株式の評価額の算出に誤りがあり、正しくは本件株式１株当たりの評価

額が７２７円であったとして、別表１「課税の経緯」の「更正の請求」欄のとおり、本件

更正請求をした（甲３、８）。 

    イ 本件粉飾一覧表、本件調査報告書案 

      原告は、本件更正請求に際し、岸和田税務署長に対し、その理由の基礎となる事実を証

明する書類として、①本件粉飾一覧表②本件調査報告書案（その一部を抜粋したもの）等

を提出した（甲３、１１、１２）。 

  （６）Ａ社の清算結了 

     平成３１年２月●日、Ａ社の精算が結了した（乙４）。 

  （７）本件通知処分 
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     岸和田税務署長は、平成３１年４月１０日付けで、原告に対し、本件更正請求につき、別

表１「課税の経緯」の「通知処分」欄のとおり、本件通知処分をした（甲４）。 

  （８）審査請求 

    ア 原告は、令和元年７月４日、国税不服審判所長に対し、別表１「課税の経緯」の「審査

請求」欄のとおり、本件通知処分の全部の取消しを求めて審査請求をした（乙１）。 

    イ 原告の破産管財人（Ｄ弁護士）は、令和元年８月７日、上記アの審査請求に係る審査請

求人を原告の破産管財人（Ｄ弁護士）に補正する旨の補正書を提出した（乙５）。 

  （９）Ａ社の破産手続終結の決定 

     大阪地方裁判所岸和田支部は、令和元年９月●日、Ａ社につき、破産手続終結の決定をし

た（甲５）。 

  （10）裁決 

     国税不服審判所長は、令和２年５月１１日、原告の破産管財人（Ｄ弁護士）に対し、別表

１「課税の経緯」の「裁決」欄のとおり、上記（８）アの審査請求を棄却する旨の裁決をし

た（甲８）。 

  （11）破産管財人による本件更正請求に基づく還付金請求権の放棄 

    ア 原告の破産管財人（Ｄ弁護士）は、令和２年６月２日、大阪地方裁判所岸和田支部に対

し、本件更正請求による原告の相続税の還付金請求権を破産財産から放棄することの許可

を求める申請をした（甲９）。 

    イ 大阪地方裁判所岸和田支部は、令和２年６月５日、上記アの申請を許可した（甲９）。 

  （12）原告の破産手続廃止の決定 

     大阪地方裁判所岸和田支部は、令和２年７月●日、原告につき、破産手続廃止の決定をし

た（甲１０）。 

  （13）本件訴えの提起 

     原告は、令和２年１１月９日、本件訴えを提起した。 

  ３ 争点 

    本件における主な争点は、本件通知処分の違法性であり、具体的には、①当初申告書に記載

した「課税標準等…の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかった」（国税通則法２３

条１項１号）といえるか否か（争点１。具体的には、Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照

表に誤りがあったか否か、Ａ社の同期末の貸借対照表に記載のある資産の一部が同期末にお

いて既に存在しないか、又は資産性のないものであったか否か）、②当初申告書の提出により

「納付すべき税額…が過大」（同号）となったか否か（争点２。具体的には、当初申告に係る

相続税額が過大となったか否か）である。 

  ４ 争点に関する当事者の主張 

  （１）争点１（当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関する法律の規定に従って

いなかった」といえるか否か）について 

    （原告の主張） 

    ア 判断枠組み 

      当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関する法律の規定に従っていなか

った」ことについて原告が立証責任を負うとしても、自由心証主義の下、本件株式の評価

の前提となる事実についての判断は裁判所に委ねられるべきものであるから、原告がその
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主張に係る更正の事由の全ての立証ができていなければならない必然性はない。 

      したがって、裁判所が、審理の結果、①Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表に誤り

があった、②Ａ社の同期末の貸借対照表に記載のある資産の一部が同期末において既に存

在しないか、又は資産性のないものであった、との心証に至ったのであれば、原告が主張

する更正の事由が一部認められたものとして、本件通知処分が違法となる（上記②の事実

の全てが立証されないとしても、上記①の立証がされたときは、その立証内容に応じて上

記②の全部又は一部が明らかとなる関係にある。）。 

    イ 本件における検討 

      そして、次の（ア）～（エ）のとおり、Ｃが作成した本件粉飾一覧表、本件調査報告書

案、平成２５年２月期末の前後の事業年度からの推計、平成２５年２月期末の受取手形の

決済状況等からすると、Ａ社は、平成１４年２月期～平成２１年２月期の間、総額４億２

５００万円に及ぶ粉飾決算を続け、その後は粉飾決算をしていないから、平成２５年２月

期末の貸借対照表には同額の粉飾決算に基づく誤りがあったといえる。 

      具体的にみると、次の（ウ）のとおり、Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表に記載

された資産のうち、少なくとも、売上債権（受取手形、売掛金、不渡手形）の修正額２億

５１１７万９９７０円、棚卸資産（商品・製品・仕掛品・材料・貯蔵品）の修正額１億１

３３５万６７８３円、仕入債務（支払手形・買掛金）の修正額２５３９万３８９４円の、

合計３億８９９３万０６４７円の部分は、資産性がない。 

      したがって、上記によれば、当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関す

る法律の規定に従っていなかった」といえる。 

    （ア）本件粉飾一覧表（甲１１） 

       本件粉飾一覧表（甲１１）は、Ａ社の実際の売上等を把握し、粉飾決算当時の経理担

当者であったＣが、後日の是正に備えるために実際の売上等と水増しの具体的金額が記

載された手帳を基に作成したものである。そして、本件粉飾一覧表（甲１１）は、本件

更正請求を有利にする目的で作成された資料ではなく、むしろＡ社を再建しようとＡ社

の財務状況を「ガラス張り」にする必要がある状況下で作成されたものであるから、そ

の記載内容の信用性は高い。 

       本件粉飾一覧表によれば、平成１４年２月期～平成２１年２月期の間、総額４億２５

００万円の粉飾決算がされたこととなる。 

    （イ）本件調査報告書案（甲１２） 

       本件調査報告書案（甲１２）は、Ｂから送り込まれた戊公認会計士が、Ａ社の正確な

財務状況を把握するために調査して作成したものであり、客観性や正確性を具備するも

のとして信用性がある。 

       そして、本件調査報告書案は、Ａ社の平成２９年２月期末の純資産額を４億６４２７

万３０００円減額修正したものであるが、この額は、上記（ア）の平成１４年２月期～

平成２１年２月期の間における粉飾決算の総額４億２５００万円と大きく異なるもので

はない。したがって、Ａ社の平成２５年２月期末において、総額４億２５００万円の粉

飾決算がされていたということができる。 

    （ウ）平成２５年２月期末の前後の事業年度等からの推計 

       ａ 平成２５年２月期末の前後の事業年度等からの推計 
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         Ａ社の平成２４年２月期末～平成３０年２月期末に係る、申告額、修正額、修正

後残高等は、別紙２のとおりである。同期末は、既にＡ社の粉飾決算の存在が明ら

かとなっていたから実額に依拠したものであるが、平成２４年２月期末～平成２９

年２月期末はいずれも粉飾決算の影響を受けている。そして、次の（ａ）～（ｃ）

のとおり、平成２５年２月期末の修正額として３億８９９３万０６４７円が推計さ

れ、同期末の申告額が真実に反するものであることが合理的に推論できる。 

        （ａ）平成２９年２月期末 

           平成２９年２月期末に関し、原告が新たに発見した同期末の棚卸明細（甲１

５）の記載２９１２万０６５８円は、別紙２の同期の申告額から修正額を控除

した残額と一致するから、同期の棚卸資産の実額が２９１２万０６５８円であ

る。他方、売上債権（売上資産）及び仕入債務の額は不明であるが、①平成２

８年２月期末以降の売上高の減少により修正前の売上債権の金額が各事業年度

の売上高を超えることとなり修正額を他の科目に振り替える余地がなくなった

こと、②棚卸資産につき平成２９年２月期末と平成３０年２月期末の修正額が

同額となるから、平成２９年２月期末の修正額は平成３０年２月期末の修正額

と同額であると推計できる。 

        （ｂ）平成２６年２月期末～平成２８年２月期末 

           平成２８年２月期、平成２７年２月期は、各科目とも正しい金額（実額）に

よるものである。科目別明細書（甲１６の１・２）の棚卸資産（５細目）の合

計金額（実額）は、いずれの期末も、申告額から修正額１億４３４７万６０５

５円を控除した額（平成２８年２月期末２６９５万１１１９円、平成２７年２

月期末３０１９万９６３５円）と一致する。 

           また、売上債権（資産）と仕入債務をみても、平成２８年２月期末の修正額

は正確である。そして、平成２７年２月期末の各科目の金額は正しい額である

ところ、これと平成２６年２月期末の金額を対比すると売上高・仕入高が近似

する一方、各科目の申告額が突出しているため、同期末の修正すべき金額（申

告額と実額との差額）は平成２７年２月期末と同額となる合計３億８９９３万

０６４７円とすべきである。 

        （ｃ）平成２５年２月期末 

           平成２５年２月期末の修正額は、平成２４年２月期末から推認される。同期

末の棚卸明細（甲１７）が判明し、同期末の棚卸資産が２６２２万７７２４円、

申告額１億３９５８万４５０７円、修正額１億１３３５万６７８３円となる。

そして、平成２４年２月期末の売上高・仕入高と平成２５年２月期末のそれら

が近似しているから、同期末にも平成２４年２月期末と同額の「修正額」１億

１３３５万６７８３円が妥当することとなる。これによれば、平成２５年２月

期末の売上債権、棚卸資産及び仕入債務の修正額の合計は３億８９９３万０６

４７円となる。 

           なお、平成２７年２月期末の売上資産、仕入債務の実額も判明しているが、

棚卸資産について同期末と同額の推計はできないなどの事情から、上記平成２

４年２月期末からの推計が相当である。 
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       ｂ 中小企業の会計に関する指針 

         Ａ社においては、中小企業の会計に関する指針に基づき、税理士が、毎年、Ａ社

の社長（乙・原告）及びＣから聞き取りをするとともに、決算資料の提示を受け、

決算処理を行った上で税務調整・確定所得金額の計算を行っていた。Ａ社では、平

成２９年２月期までの間、過去の不正経理の修正処理をうかがわせる変動等の特段

の特記事項もなく、平成３０年２月期に初めて４億４６６３万４９８６円の特別損

失を計上した。そうすると、Ａ社の平成２９年２月期までの各科目残高が粉飾決算

に基づく不正経理増減額を包含したものであったといえる。 

       ｃ 経営指針に基づく考察 

         「Ｅ」により、Ａ社の修正前における各科目の残高の異常性及び修正後残高の経

営指標近似性、ひいては修正額と修正後各科目残高を検討する。一般的経営指標で

は売上債権回転率（回収に要する期間）が約２か月、棚卸資産回転率が約１か月で

あるのに対し、Ａ社ではいずれの事業年度においても、それぞれ７．８か月～１６．

２か月、３．４か月～７．８か月を要し、異常値を示している。また、一般的経営

指標では仕入債務回転率がおおむね１．４か月であるのに対し、Ａ社では１か月未

満となっている。売上債権と棚卸資産が長年「塩漬け」の状態となることは事業継

続においてはあり得ず、Ａ社の各事業年度における上記各科目の残高はいずれも誤

りである。 

    （エ）Ａ社の平成２５年２月期末の受取手形及び売掛金の一部が架空のものであったこと

（受取手形の決済状況等） 

       ａ 平成２５年２月期末の当初申告の勘定科目内訳書 

        （ａ）受取手形 

           勘定科目内訳書（甲２５）の合計金額１億５５１２万６８４３円は、決算報

告書の「受取手形」１億１７３７万１４８６円（甲１３の６・貸借対照表）と

「割引手形」３７７５万５３５７円（甲１３の６・個別注記表）との合計額で

ある。また、勘定科目内訳書（甲２５）には、全ての振出人の名称とそれぞれ

の手形金額・枚数の明記がある。 

        （ｂ）売掛金 

           勘定科目内訳書（甲２５）の合計金額１億８８２１万３１１５円は、決算報

告書「売掛金」の金額（甲１３の６・貸借対照表）である。また、勘定科目内

訳書（甲２５）には、主な売掛先の名称とそれぞれの金額の明記がある。そし

て、その余の売掛先３３社の合計は、６８７万４６１２円とある。 

       ｂ 価値のない不良債権 

         上記ａ（ｂ）の売掛金のうち、Ｆ（倒産）に対する不良債権（個別評価）の価値

はなく、貸倒損失の要件を具備しないから掲載したものにすぎず、実質的には架空

債権と同様であった。期末残高が次に多い有限会社Ｇ（倒産）も同様に価値のない

不良債権であった。 

       ｃ 金融機関への入金履歴との対照 

         Ａ社は、売上債権について、全てＨ銀行岸和田支店及びＩ信用金庫泉大津支店の

各当座預金口座に入金していた。これらの各口座の取引履歴（甲２６、２７、３０、
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３１）のうち、平成２５年３月１日～同年６月３０日の間の売上債権に関する入金

履歴は別紙３－①（Ｈ銀行、Ｉ信用金庫）の「入金額」欄記載のとおりである（別

紙３－①の青色部分が平成２６年２月期〔平成２５年２月期とは無関係〕の入金で

ある。）。そして、別紙３－①のうち、手形小切手の入金が別紙３－②の「手形等」

である。別紙３－③は、Ａ社の平成２５年２月期末の売上債権のうち、期末至近４

か月を抜粋して申告売掛額（勘定科目内訳書・甲２５）等を付記したものであり

（橙色が振込入金を、黄色が手形入金を示す。）、別紙３－④はＡ社の受取手形明細

表である（橙色が別紙３－①で入金の確認ができたもの、黄色が別紙３－③で売上

債権の回収と判断したもの、水色が別紙３－③で架空と判断したものを示す。）。 

        （ａ）受取手形について 

           Ａ社は、受取手形について、受取後１～２か月で手形割引により資金調達を

していたが、平成２５年３月１日～同年６月３０日の間の手形等の入金合計は

３１６８万３６９７円、小切手（と思われるもの）を除くと３１３２万７０３

３円である（Ｈ銀行分１４１４万００３７円とＩ信用金庫分１７１８万６９９

６円の合計。年間にしても手形等の合計は１億１７０３万７９１７円である。）。 

           上記金額とＡ社の平成２５年２月期末の勘定科目内訳書（受取手形の内訳書）

の合計額１億５５１２万６８４３円を比較すると、同期末の勘定科目内訳書

（受取手形の内訳書）の記載のうち、１億円以上の資産が存在しないこととな

る。そして、別紙３－④（Ａ社の受取手形明細表）によれば、別紙３－④の橙

色・黄色の合計３５００万円強と上記入金合計３１３２万７０３３円（Ｈ銀行

分１４１４万００３７円とＩ信用金庫分１７１８万６９９６円の合計）とは極

めて近似している。そうすると、勘定科目内訳書（甲２５）のうち、１億円の

資産が存在しないと認定可能である。 

           少なくとも、別紙３－④の水色部分合計８２８０万９２８８円が架空手形債

権であるといえる。 

        （ｂ）売掛金について 

           別紙３－③（Ａ社の平成２５年２月期末の売上債権のうち、期末至近４か月

を抜粋して申告売掛額等を付記したもの。橙色が振込入金を、黄色が手形入金

を示す。）、及び、ＣがＡ社のオフィス・コンピューターに逐次入力していた売

上伝票記載の金額（実額）を、当時、原告が自己のパソコンで集計した得意先

別売上分析（甲２８の１・２）によれば、次の①～③のとおり、平成２５年２

月期末の当初申告に記載のある売掛金（甲２５）には原告主張の架空債権があ

る事実が、金額を明記したものは確実に、そうでないものも高度の蓋然性をも

って特定されたといえる。 

          ① Ａ社は、売掛金の支払期限を全て翌月又は翌々月としていた。そして、得

意先別売上分析のうち平成２５年２月期末のもの（甲２８の１）と対照すれ

ば、入金により回収済みであるにもかかわらず多額の「繰越金」を発生させ

ている。中でも「１００万円」等のキリのよい金額は架空のものである。 

          ② Ａ社の売掛先の中には、平成２５年２月期末の売上げが年間でゼロである

にもかかわらず（甲２８の１）勘定科目内訳書（甲２５）に掲載されている



9 

 

もの（３社：Ｊ、Ｋ、Ｍ）があるが、これらに対する売掛は同期末に存在し

ない。また、売掛金の支払期限（締日の翌月又は翌々月）に鑑み、期末至近

２か月とも売上げがゼロの売掛先は、支払遅延等の特段の事情のない限り、

勘定科目内訳書（甲２５）に掲載されないはずであるから、別紙３－③備考

欄に「至近２か月ゼロ」と記載された４社（Ｎ、Ｏ、Ｐ、Ｑ）に対する売掛

金は、平成２５年２月期末に存在しない。さらに、別紙３－③「架空金額」

欄に記載のあるものも架空のものである。 

          ③ 加えて、経営指標の売上債権回転期間が約２か月であり（甲２２）、平成

２５年２月期末から約２か月で売掛金の回収が完了している（別紙３－①の

青色部分参照。別紙３－③においても２か月を超えて売掛金の回収をした事

例はまれである。）。このように売掛金が規則正しく一定期に回収されている

事実は、経営指標が示す「経常的に事業活動が営まれていれば実在する債権

は取引先ごとの正常な営業サイクルで確実に回収される」、「架空債権は正常

な営業サイクルから外れて残存する」に一致する。このサイクルで入金確認

できない債権が架空債権である（このことは、平成２８年２月期末の受取手

形〔実額〕に基づく手形サイクルからも裏付けられる。）。 

       ｄ 貸倒れや値引き等の可能性がないこと 

         受取手形及び売掛金の決算書上の金額と実際の回収額との間に差異が生ずる原因

として、貸倒れや値引き等によるものが想定され得るが（裁決においてその旨の指

摘がある。）、主な貸倒れは決算書の勘定科目内訳書（甲２５）に明記され、その余

の貸倒れや値引き等も通常は、別紙３－③の「差額」欄の金額（振込手数料を除

く。）程度である。そうすると、実際の回収額以上の貸倒れや値引き等が期ごとに

発生することはあり得ず、原告が架空であった旨主張する債権について、Ｈ銀行岸

和田支店、Ｉ信用金庫泉大津支店に入金されていないといえる。 

         また、Ｒ銀行岸和田駅前支店及びＳ銀行堺支店における各入金は、いずれもＡ社

が平成２５年２月期末に保有していた受取手形とは関係のないものである。 

       ｅ 小括 

         以上のとおり、平成２５年２月期末の「受取手形」、「売掛金」の申告額が誤りで

あり、実際には存在しないものが含まれることが判明した。 

    （被告の主張） 

    ア 判断枠組み 

      更正の請求は、申告納税制度の例外であって、自らが従前にした申告内容に誤りがあり、

請求する内容が正しい（ないし真実の）ものであるとしてその変更を求めるものである以

上、更正の請求をする者が、当該更正の請求につき国税通則法２３条１項の要件を充足す

ることを立証する必要がある。 

    イ 本件における検討 

      本件では、次の（ア）～（エ）のとおり、Ａ社の平成２５年２月期の貸借対照表に誤り

があったとは認められない。 

      そして、株式の評価は原則として評価通達によるべきところ、評価通達によって株式の

評価をするには、Ａ社の平成２５年２月期末の純資産価額の計算の基礎となる各資産の具
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体的な内容が明らかにされる必要がある。しかし、原告の主張は、これらの具体的内容を

明らかにしないものであるから、本件株式の評価をすることができない。 

      したがって、Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表上に記載のある資産に存在しない

ものがあったとはいえないから、当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関

する法律の規定に従っていなかった」とはいえない。 

    （ア）Ｃが作成したとする本件粉飾一覧表（甲１１）について 

       Ｃが作成したとされる本件粉飾一覧表（甲１１）は、Ａ社の帳簿や伝票とは異なり、

原告が主張する事実を客観的に裏付ける書類ではない。また、本件粉飾一覧表の基とさ

れ、Ｃが実際の売上等と水増しの具体的金額を記載していたという手帳は既に廃棄され

現存しないから、その確認ができない。Ｃがいう手帳が存在したとしても、そこに不正

経理の内容が記載されていたか明らかではなく、仮に、当該手帳にＣが不正経理の内容

を記載していたとしても、果たしてその内容が本件粉飾一覧表に正確に転記されていた

のかどうかも明らかではない。 

       なお、仮に、原告が主張するように、Ａ社において何らかの不正経理が行われていた

としても、本件粉飾一覧表（甲１１）は、Ａ社の帳簿や伝票といった客観的な証拠に裏

付けられたものではなく、不正経理の具体的な内容や金額を明らかにするものではない

から、これを基に本件更正請求における相続税額を算出したとしても、およそ客観的な

証拠に基づき算出された相続税額と認定することはできない。 

    （イ）戊公認会計士が作成した本件調査報告書案（甲１２）について 

       戊公認会計士が作成した本件調査報告書案（甲１２）は、Ａ社の帳簿や伝票ではなく、

原告が主張する事実を客観的に裏付ける書類ではない。 

       本件調査報告書案（甲１２）は、戊公認会計士が基準日（平成２９年２月２８日）に

おけるＡ社の財務状況を報告することを目的として作成したもので、Ａ社において不正

経理が行われたか否かを検証することではない。また、本件調査報告書案には、戊公認

会計士による調査が行われた同年１１月時点において、Ａ社の帳簿や仕訳データといっ

た客観的な裏付け資料は保存されていなかった旨の記載があることに加え、不正経理の

概要について記載された部分について、粉飾の内容を知るＣが当時のメモを基に作成し

た資料の提示をＡ社から受け、これに記された過去の粉飾決算の状況を基に作成したも

のであり、上記処理を裏付ける資料は確認できておらず、当該資料から単純に棚卸資産

のあるべき金額を求めると平成２１年２月期末がマイナスになるなど、不自然な点がみ

られるものの、資料の制約によりこれ以上の分析は不可能であった旨の記載がある。し

たがって、本件調査報告書案の記載をもって不正経理が行われていたと認めることはで

きない。 

       なお、仮に、原告が主張するように、Ａ社において何らかの不正経理が行われていた

としても、本件調査報告書案（甲１２）は、Ａ社の帳簿や伝票といった客観的な証拠に

裏付けられたものではなく、不正経理の具体的な内容や金額を明らかにするものではな

いから、これを基に本件更正請求における相続税額を算出したとしても、およそ客観的

な証拠に基づき算出された相続税額と認定することはできない。 

    （ウ）平成２５年２月期末の前後の事業年度等からの推計について 

       ａ Ａ社の平成２５年２月期末の申告に係る勘定科目内訳書について 
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         原告は、本件更正請求において、本件株式の純資産価額（相続税評価額によって

計算した金額）の計算上、Ａ社の申告における資産の部から４億４６６３万４００

０円を控除すべきとしていたが、本件訴訟では、平成２５年２月期の「修正額」の

合計額は３億８９９３万０６４７円であるとして、主張を変えており、一貫してい

ない。また、原告は、Ａ社が平成２２年２月期以降は利益を水増しするための粉飾

決算をしていない旨主張するが、Ａ社では平成２８年２月期、平成２９年２月期に

純資産額を増加させる経理処理をしたことから、利益を水増しした経理処理が行わ

れていたといえる。 

       ｂ 評価通達について 

         相続税法２２条は、特別の定めのあるものを除き、相続により取得した財産の価

額は、相続の時における「時価」による旨を定める。そして、国税庁長官は、画一

的な評価方法による税負担の実質的な公平等の実現を意図して財産評価の一般的基

準である評価通達を定め、相続税法に特別の定めのあるものを除き、原則としてこ

れにより財産の評価をすることとしているから、特別の事情のない限り、評価通達

に定める方法によって相続税額を評価することには合理性がある。 

         評価通達によって本件株式に係る１株当たりの純資産価額（相続税評価額によっ

て計算した金額）を正しく評価し、相続税額を正しく算定するためには、１株当た

りの純資産価額の計算の基礎となる事実（すなわち、Ａ社の平成２５年２月期末時

点における各資産について、その具体的な内容及び個々の金額）を特定する必要が

あり、このような各資産の具体的な内容及び個々の金額を立証することによって初

めて、評価通達の定めに基づいた資産評価が可能となる。しかし、原告は、当初申

告の際に本件株式が１株当たり４３６８円であると評価したこと（評価通達１８９

－２〔比準要素数１の会社の株式の評価〕ただし書に基づき、Ｌを０．２５として、

評価通達１７９の（２）の算式により計算した金額）に誤りがあったとして、更正

を求める税額２５万８９００円が相続税法の規定に照らし真実の（正しい）税額で

ある旨主張する一方、各科目の金額いかんにより平成２５年２月期の貸借対照表の

金額が誤りであるとの結論に消長を来すものではないとして、修正すべき金額が合

計３億８９９３万０６４７円であったことが明らかであれば足りるとし、Ａ社の同

期末時点における純資産価額の計算の基礎となる各資産の具体的な内容及び個々の

金額を立証しないから、評価通達により本件株式の評価額を算出することができず、

相続税額も不明である。 

       ｃ 原告が推計の根拠とする資料について 

         また、原告が推計の根拠とする資料は正しい金額のものとはいえない。 

        （ａ）Ａ社の平成２９年２月期末の棚卸明細（合板等及び木材）（甲１５）は、そ

の集計・作成の経緯が不明であり、本件調査報告書案の修正額もＡ社の同期の

棚卸明細（合板等及び木材）（甲１５）及びそれに類する書面を基に作成され

たものと認められるから、具体的かつ合理的根拠に基づいた算出がされていな

い。そうすると、Ａ社の同期末の棚卸明細（合板等及び木材）（甲１５）が正

しい金額を記載したものとはいえない。 

        （ｂ）Ａ社の平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳書（甲１６の
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１・２）は、誰が、どのようにして集計して作成したものか不明であるし、こ

れらの科目別内訳書が原告の主張どおりＣが作成したというのであれば、本件

調査報告書案の作成時に戊公認会計士に提出されていたはずであるが、これが

提出されていた形跡はない。そうすると、Ａ社の平成２７年２月期及び平成２

８年２月期の科目別内訳書（甲１６の１・２）は正しい金額を記載したものと

はいえない。 

        （ｃ）Ａ社の平成２４年２月期の棚卸明細（甲１７）は、誰が、いつ、どのように

作成したか不明である上、「棚卸明細（合板等）」は、その日付が「平成２４年

１月２３日」であって、同期末から１か月以上も前の時点のものである。そう

すると、Ａ社の同期の棚卸明細（甲１７）は、同期末の棚卸資産の残高を示す

ものとはいえない。 

    （エ）Ａ社の平成２５年２月期末の受取手形及び売掛金の一部が架空であったとはいえない

こと 

       原告は、平成２５年２月期末のＡ社の貸借対照表に記載されている受取手形及び売掛

金のうち同期末以前４か月間の得意先別の売上金が同期末以後４か月以内に回収した金

額を控除した残額を超える部分、同期末のＡ社の貸借対照表に記載されている受取手形

及び売掛金のうち同期末以後４か月以内に回収されなかった部分がいずれも架空であっ

た旨主張する。 

       しかし、このような主張が論理的に成立するためには、①Ａ社の受取手形及び売掛金

が、必ず預貯金等の内訳書（甲３３の１・２）記載の預金口座への入金により回収され、

例外がないこと、②Ａ社の受取手形及び売掛金は、遅くとも発生から４か月以内には必

ず回収され、例外がないことが必要であるところ、上記①については、原告自身、現金

による決済の可能性を認めているほか、相殺による決済の可能性、他の金融機関口座に

おいて回収した可能性等がある。また、上記②については、債務者の支払が遅延し、４

か月以内に受取手形及び売掛金が回収されなかった可能性がある。そうすると、上記①、

②について例外なく立証されたとはいえないから、単に、平成２５年２月期末の前後４

か月の以内に預貯金等の内訳書（甲３３の１・２）記載の預金口座に入金がないことを

もって、同期末のＡ社の貸借対照表に記載された受取手形及び売掛金の一部が架空であ

ったとはいえない。 

       Ａ社の平成２５年２月期末の得意先別売上分析（５８期）（甲２８の１）につき、原

告は、ＣがＡ社のオフィス・コンピューターに逐次入力した売上伝票等に記載の金額を

当時原告が自己のパソコンで集計したものである旨主張するが、当該主張を裏付ける客

観的な証拠はない上に、得意先別売上分析（５８期）の年間合計額４億８８４９万１２

６８円（甲２８の１・６枚目）が平成２５年２月期の売上高４億９９７６万４６４４円

（甲１３の６・４枚目）と一致しないから、得意先別売上分析（５８期）（甲２８の１）

に基づいて認定をすることはできない。 

       原告は、「Ｆ」や「（有）Ｇ」が倒産しているとして売掛金の一部が不良債権であった

旨主張する。しかし、これらが倒産した事実や、それらに対するＡ社の売掛金が平成２

５年２月期末時点において、評価通達２０５（貸付金債権等の元本価額の範囲）の定め

る事由に該当することを裏付ける客観的な証拠はなく、それらの事実は不明である。 
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  （２）争点２（当初申告書の提出により「納付すべき税額…が過大」となったか否か）について 

    （原告の主張） 

     上記（１）の（原告の主張）欄に記載のとおり、Ａ社には４億２５００万円の水増しが行

われていた。これを前提として正しい税額を算定すると、納付すべき税額は２５万８９００

円となる。当初申告による納付すべき税額は１８３８万２４００円であったから、納付すべ

き税額が過大であったこととなる。 

     もっとも、上記（１）の（原告の主張）欄アの②（Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照

表に記載のある資産の一部が同期末において既に存在しないか、又は資産性のないものであ

ったか否か）の立証は、自由心証主義の下、裁判所の判断に委ねられるべきものであり、上

記②の一部が立証されれば、Ａ社の同期末の貸借対照表の一部が架空であったことが明らか

となるから、当該架空であったことが明らかとなった部分に応じ、納付すべき税額が減額さ

れるべきである。 

    （被告の主張） 

     当初申告に係る納付すべき税額が過大であったとはいえない。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点１（当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関する法律の規定に従ってい

なかった」といえるか否か）について 

  （１）「更正をすべき理由がない旨」の通知処分の取消しを求める訴えにおける判断枠組み 

    ア 判断枠組み 

      「更正をすべき理由がない旨」の通知処分（国税通則法２３条４項）は、税務署長が、

更正の請求があった場合に、当該更正の請求に係る課税標準等又は税額等を調査した結果、

更正すべき理由がないときにするものである。 

      そして、更正の請求は課税庁の減額更正という職権発動を促すものであって、更正をす

べき理由がない旨の通知処分がされた場合には、税額そのものは申告によって確定してい

るから、同通知処分は、申告税額等について減額を認めないことを確認する効果を有する

処分であるということができる。 

      また、申告納税制度は、納税者自らが正しい申告納税をすることを前提としているから、

一旦申告した以上、その申告が誤ったとして更正の請求をするには、その正しい課税標準

等又は税額等を納税者自らが証明すべきであり（国税通則法施行令６条２項は、更正の請

求をしようとする者は、その更正の請求をする理由の基礎となる事実を証明する書類を国

税通則法２３条３項の更正請求書に添付しなければならない旨を定める。）、更正の請求を

受けた税務署長が調査を尽くしたにもかかわらず、更正の請求額が正しいとの心証が得ら

れない場合には減額更正をすることができず（同条１項１号においては、更正の事由があ

ることの証明がないこととなる。）、この場合には「更正をすべき理由がない旨」の通知処

分がされることとなる。 

      そうすると、「更正をすべき理由がない旨」の通知処分は、更正の請求が不適法である

ことを理由としてされる場合を除き、国税通則法２３条１項各号に定める更正の事由があ

ることを前提として、納税申告書に記載されている課税標準等及び税額等が過大であるか

どうかを全面的に見直し、その結果として、減額更正をする必要がない、又は、一部の減

額更正をし、更正の請求額の一部を認容しないとする処分であるということができる。 



14 

 

      したがって、課税庁が更正の請求の処理に当たり、申告額を見直すことは、税額の見直

しにとどまらず、更正の請求における更正の事由の当否を判断するためであるということ

もでき、納税者から更正の事由に係る主張・立証がない場合には、納税者の主張・立証す

る範囲が明らかにならず、更正の請求における更正の事由の存否が判断できないこととな

るから、このような場合には、申告によって一旦確定した税額が正当なものとして扱われ

ることになる（この場合には、必ずしも課税標準等又は税額等の総額について確認するこ

とを要せず、更正をすべき理由がない旨の通知処分をすることも可能となるものと解され

る。）。 

    イ 原告の主張について 

      これに対し、原告は、前記第２の４（１）の（原告の主張）欄アのとおり主張する。 

      しかし、原告の上記主張は、国税通則法２３条１項に定める更正の事由の有無を審理の

対象とするものと解されるところ、同条４項は、税務署長が「請求に係る課税標準等又は

税額等について調査」する旨を定めることに照らせば、審理の対象は、当該納税者の納税

申告書に記載された全体としての課税標準等又は税額等と解すべきである。 

      したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

  （２）平成２５年２月期末における本件株式の評価について 

    ア 相続等により取得した財産の評価 

      相続税法２２条は、相続等により取得した財産の価額を当該財産の取得の時における時

価による旨を定めるところ、ここにいう「時価」とは、当該財産の客観的な交換価値をい

うものと解される。 

      そして、相続財産の客観的な交換価値は、必ずしも一義的に確定されるものではないか

ら、課税実務上、相続財産評価の一般的基準が評価通達によって定められ、これに定めら

れた画一的な評価方法によって相続財産の時価（客観的な交換価値）を評価するものとし

ている。このように、相続財産の評価をあらかじめ定められた評価方法により画一的に行

うことは、その方法が適正な時価を算定するものとして合理性を有するものである場合に

は、納税者間の公平、納税者の便宜、徴税費用の節減等の見地から相当であり、相続税法

２２条が許容するところであると解される。そうすると、評価対象の財産に適用される評

価通達の定める評価方法によっては当該財産の時価を適切に評価することのできない特別

の事情の存しない限り、これによって当該財産の時価を評価することには合理性があると

いうべきである。 

      本件において、評価通達の定める取引相場のない株式の価額の評価方法（前記関係法令

等の定め（３）参照）によっては本件株式の時価を適切に評価することのできない特別の

事情は存しない（原告においても、本件株式の時価の評価を評価通達に基づいて行うべき

とする被告の主張を争っていない。）。したがって、本件株式の評価は、評価通達によるこ

とが相当である。 

    イ 本件株式の評価 

      Ａ社は、本件相続開始日（平成２５年８月●日）において、評価通達１７８の「中会社」

に該当した。また、本件株式は、同日において、評価通達１６８の（３）の「取引相場の

ない株式」に該当した。（前記前提事実（１）イ） 

      そして、評価通達１８５本文により１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計
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算した金額）を計算するに当たっては、課税時期における各資産を評価通達の定めるとこ

ろにより評価する必要があり、本件においても、棚卸商品等（評価通達１３２及び１３

３）、貸付金債権等（評価通達２０４）、受取手形等（評価通達２０６）については、それ

ぞれの方法で、各資産をその種類ごとに区分して評価すべきことになる。 

  （３）認定事実 

     前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実を認めることができ

る。 

    ア Ａ社の平成２４年２月期末以前の状況 

      Ａ社においては、乙が社長として経営に関与していた平成２１年頃までの間に、利益の

水増し等の不正経理が行われた（もっとも、Ａ社における不正経理に係る伝票等は、既に

廃棄された。）（甲３、９、１１、１２、２４）。 

    イ Ａ社の平成２５年２月期末の売上債権に係る入金状況、受取手形の内訳書、売掛金の内

訳書 

    （ア）売上債権に係る入金状況 

       Ａ社の売上金は、平成２５年頃当時、Ｈ銀行岸和田支店及びＩ信用金庫泉大津支店の

各当座預金口座に入金されていた。Ａ社の平成２５年３月～同年６月の間のＨ銀行岸和

田支店及びＩ信用金庫泉大津支店の各当座預金口座の取引履歴のうち、売上債権に係る

入金履歴は、別紙３－①（Ｈ銀行）・（Ｉ信用金庫）のとおりであり、また、そのうち、

手形小切手に係る入金履歴が別紙３－②（手形等：Ｈ銀行・Ｉ信用金庫）のとおりであ

った。これによれば、同年３月～同年６月の間の手形等の入金合計は、３１３２万７０

３３円であった。（甲２５～２７、弁論の全趣旨） 

    （イ）受取手形の内訳書、売掛金の内訳書 

       Ａ社の平成２５年２月期末の受取手形の内訳書は、合計額１億５５１２万６８４３円

であった（甲２５、２９）。 

       Ａ社の平成２５年２月期末の取引先別の売掛金の内訳書は、合計１億８８２１万３１

１５円であった（甲２５）。 

    ウ Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表の記載 

      Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表には、Ａ社の流動資産として、①現金・預金と

して５５６６万５７５８円、②受取手形として１億１７３７万１４８６円、③売掛金とし

て１億８８２１万３１１５円、④製品として４１５０万６６７４円等の記載がされていた

（甲１３の６）。 

    エ 当初申告の内容 

      原告は、平成２６年６月２０日、Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表の記載に基づ

き、評価通達を適用し、課税時期現在の本件株式１株当たりの純資産価額を５７０４円と

し、本件株式１株当たりの価額を４３６８円と計算して、当初申告をした（前記前提事実

（２）、甲２）。 

    オ Ａ社の破産手続開始の決定に至る経緯等 

    （ア）本件メール 

       Ａ社の経理業務を担当していたＣは、平成２７年９月３０日、原告に対し、電子メー

ル（甲６。以下「本件メール」という。）を送信した。 
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       本件メールの概要は、十数年前から前会長（乙）と共に、金融機関からの融資等が途

切れないようにするために、Ａ社の決算書の売上高、仕入高、在庫金額について数字の

操作を繰り返してきており、決算書の売上金額や買掛金額、受取手形金額の数字が不自

然な数字となっている、社長交代の際に乙から原告に説明してもらう予定であった、原

告に説明しなければならないと思っていたが、できないでいた、というものであった。

（以上につき、甲６、弁論の全趣旨） 

    （イ）Ａ社の経営悪化 

       Ａ社は、平成２８年９月から、社長である原告の報酬及び従業員の基本給を一部減額

して支給し、平成２９年１月、本社の土地建物を売却して、いわゆるリースバックを受

けた（甲１２）。 

    （ウ）本件調査報告書案、破産手続開始の決定 

       Ａ社は、平成２９年秋頃、Ｂに対し、経営再建の支援要請をした。ＢによりＡ社の財

務状況等を審査するために選定された戊公認会計士は、Ｃが作成した本件粉飾一覧表等

を参照し、同年１２月１９日付け本件調査報告書案を作成した。（前記前提事実（３）、

甲３、８、１１、１２、２４、弁論の全趣旨） 

       Ａ社は、平成３０年２月６日、本件調査報告書案、中小企業診断士の調査報告書等を

検討して、私的再建集会を開催した。Ａ社は、再建を断念し、同年４月２３日、事業を

廃止した。（前記前提事実（３）、弁論の全趣旨） 

       Ａ社及び原告は、平成３０年７月●日、破産手続開始の申立てをした。大阪地方裁判

所岸和田支部は、同月●日、Ａ社及び原告の各破産手続開始の決定をした。（前記前提

事実（４）、甲３、乙３の１・２、弁論の全趣旨） 

    カ 本件調査報告書案の記載について 

      本件調査報告書案には、概要、次の記載がある（甲１２）。 

    （ア）調査目的等 

       本件調査報告書案は、Ａ社の事業計画策定に資する基礎情報を得るために、Ａ社の過

年度の損益及びキャッシュ・フローの状況を分析・検討し、また、基準日（平成２９年

２月２８日）の貸借対照表を検討することによって、現在のＡ社の財務状況を報告する

ことを直接的な目的とする。 

       本件調査報告書案に係る調査は、Ａ社と同意した手続に基づいて実施したものであり、

一般に公正妥当と認められる監査の基準に基づく監査ではない。 

    （イ）入手資料の状況 

       戊公認会計士は、平成２９年１１月頃、Ａ社に対し、資料提出を依頼するなどしたが、

Ａ社からは、①㋐平成２９年２月期以前の総勘定元帳のうち、現預金、売掛金、受取手

形、棚卸資産、買掛金、支払手形、売上げ、仕入れの各勘定科目に係る帳簿等（紙、デ

ータとも）、㋑平成２９年２月期以前の月次資金繰り（予定）表、㋒平成２８年２月期

以前の期末在庫明細、実地棚卸集計表、棚卸原票については、保管していない、②仕訳

データについては、全期間につき、Ａ社のシステム上抽出できなかったとの回答を受け

た。そこで、これらは、本件調査報告書案の基礎資料とされていない。 

    （ウ）粉飾の概況 

       Ａ社から提供された過去の粉飾決算の状況資料に基づき、平成１４年２月期～平成２
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１年２月期の間の粉飾の状況等が一覧表としてまとめられた（「粉飾の概要」）。これに

よれば、平成２２年２月期における粉飾額の累計は、４億２５００万円であった。戊公

認会計士は、同額について、調査基準日における売上債権、棚卸資産、仕入債務の架空

計上による修正額合計４億２３５１万７０００円に近似した額であるとするが、両者は

一致しておらず、同一覧表によれば、平成２１年２月期の棚卸資産のあるべき金額がマ

イナスになるなど不自然な点がみられるものの、資料の制約からこれ以上の分析はでき

ないとする。 

  （４）事実認定の補足説明 

    ア 被告は、上記認定事実アに関し、粉飾決算があったとはいえない旨主張する。そこで、

この点について検討する。 

    イ 上記認定事実オ（ア）のとおり、Ａ社において経理業務を担当していたＣは、原告に対

し、本件メールを送信した。 

      Ａ社においては、受取後１～２か月で手形割引により資金調達をしていたところ、平成

２５年２月期末の勘定科目内訳書の合計金額が１億５５１２万６８４３円（決算報告書の

「受取手形」１億１７３７万１４８６円、「割引手形」３７７５万５３５７円）であるの

に対し、平成２５年３月～同年６月の間の手形等の入金合計は３１３２万７０３３円であ

って（上記認定事実イ、弁論の全趣旨）、両者の金額に大きな差がある。また、Ａ社は、

本件メール受信後、役員報酬や従業員基本給の減額等を行ったものの、結局、破産手続開

始の決定を受けるに至ったものである（上記認定事実オ（イ）、（ウ））。本件メールは、Ａ

社の経理業務を担当していたＣが作成したものであるところ（上記認定事実オ（ア））、本

件メールの記載内容は、上記各事実に沿うものである。そして、本件調査報告書案（甲１

２）は、Ａ社から提供された過去の粉飾決算の状況資料に基づき、平成１４年２月期～平

成２１年２月期の間に粉飾決算があったことを前提として、粉飾の概要をまとめ、これに

よれば粉飾額の累計４億２５００万円が調査基準日における売上債権、棚卸資産、仕入債

務の架空計上による修正額合計４億２３５１万７０００円に近い金額になるとしている。 

      そうすると、本件メールの記載内容の信用性は高いということができ、上記認定事実ア

の事実を認めることができる（もっとも、当時の帳簿等の資料は残されておらず、粉飾決

算の額や規模を具体的に認めるに足りる証拠はない〔後記（５）参照〕。）。 

    ウ したがって、被告の上記主張は採用することができず、上記認定事実アのとおりの事実

を認定することができる。 

  （５）検討 

     原告は、前記第２の４（１）の（原告の主張）欄イのとおり主張する。そこで、以下、こ

れらについて検討する。 

    ア 本件粉飾一覧表について 

      上記認定事実ア、上記事実認定の補足説明のとおり、Ａ社は、乙がその経営をしていた

当時、不正な経理が行われていたものと認めることができる。そして、原告の主張に沿う、

本件粉飾一覧表（甲１１）や本件メール（甲６）が存在する（前記前提事実（３）、上記

認定事実オ（ア））。 

      しかし、本件粉飾一覧表（甲１１）に記載された粉飾の経緯及び累計額は、Ａ社の帳簿

や伝票といった客観性の高い裏付資料を欠き、不正経理の具体的な内容や金額を明らかに
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するものとはいえない。そして、本件粉飾一覧表の粉飾額の累計４億２５００万円は、本

件調査報告書案において示された調査基準日における売上債権、棚卸資産、仕入債務の架

空計上による修正額合計４億２３５１万７０００円に近い金額になるものの（甲１２）、

両者は一致せず、帳簿等が保管されていないこと（上記認定事実カ（イ））とあいまって

その理由は不明である。 

      また、本件メールには具体的な金額等の記載はない（甲６）。 

      そうすると、本件粉飾一覧表及び本件メールの記載内容をもって不正経理の具体的な内

容や金額を明らかにするものとはいえない。 

      したがって、課税時期における各資産を評価通達の定めるところにより評価することが

できない。 

    イ 本件調査報告書案について 

      本件調査報告書案には、「粉飾の概要」との項目が設けられ、Ａ社において、平成１４

年２月期～平成２１年２月期の間、売上高・棚卸資産の過大計上、仕入高の過少計上によ

り、累計４億２５００万円に及ぶ粉飾決算がされた旨の記載がある（甲１２）。 

      しかし、本件調査報告書案（甲１２）は、不正経理が行われたか否かを解明・検証する

ことを目的としたものではなく、基準日（平成２９年２月２８日）におけるＡ社の財務状

況を報告することを目的として作成されたものである（本件調査報告書案に係る調査は、

Ａ社と同意した手続に基づいて実施したものであり、一般に公正妥当と認められる監査の

基準に基づく監査ではない。）（上記認定事実カ（ア））。 

      また、本件調査報告書案は、Ａ社において、①㋐平成２９年２月期以前の総勘定元帳の

うち、現預金、売掛金、受取手形、棚卸資産、買掛金、支払手形、売上げ、仕入れの各勘

定科目に係る帳簿等（紙、データとも）、㋑同期以前の月次資金繰り（予定）表、㋒平成

２８年２月期以前の期末在庫明細、実地棚卸集計表、棚卸原票については、保管していな

かったことや、②仕訳データについては、全期間につき、Ａ社のシステム上抽出できなか

ったことから、これらを基礎資料としていないなど（上記認定事実カ（イ））、客観性の高

い資料に基づいたものとはいえない。 

      さらに、本件調査報告書案自体が、調査結果について、当該資料から単純に棚卸資産の

あるべき金額を求めると平成２１年２月期末がマイナス残になるなど不自然な点がみられ

るとした上で、資料の制約によりこれ以上の分析は不可能であるとしていること（上記認

定事実カ（ウ））からすると、本件調査報告書案によっても、不正経理の具体的な内容や

金額が明らかにされたものとはいえない。 

      したがって、本件調査報告書案によっても、課税時期における各資産を評価通達の定め

るところにより評価することができない。 

    ウ 平成２５年２月期末の前後の事業年度等からの推計について 

    （ア）原告は、前記第２の４（１）の（原告の主張）欄イ（ウ）のとおり、平成２５年２月

期末の申告額（貸借対照表の記載）は、前後の事業年度から推計すると誤りがあるとし、

売上債権分として２億５１１７万９９７０円、棚卸資産分として１億１３３５万６７８

３円及び仕入債務分として２５３９万３８９４円（合計３億８９９３万０６４７円）の

修正額が生ずる旨主張する。 

       しかし、上記（２）のとおり、評価通達１８５本文により１株当たりの純資産価額
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（相続税評価額によって計算した金額）を計算するに当たっては、課税時期における各

資産を評価通達の定めるところにより評価する必要がある（本件においても、棚卸商品

等〔評価通達１３２及び１３３〕、貸付金債権等〔評価通達２０４〕、受取手形等〔評価

通達２０６〕については、それぞれの方法で、各資産をその種類ごとに区分して評価す

べきことになる。）。 

       したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

    （イ）また、原告は、その推計の過程において、Ａ社の、①平成２９年２月期の棚卸明細

（合板等及び木材）（甲１５）、②平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳

書（甲１６の１・２）、③平成２４年２月期の棚卸明細（甲１７）を用いる。 

       ａ 上記①（平成２９年２月期末棚卸明細）について 

         上記①（平成２９年２月期末棚卸明細）については、いつ、誰が、どのような資

料に基づいて、どのように集計したかが判然としない。 

         この点に関し、原告は、平成２９年２月期末の棚卸明細（合板等及び木材）（甲

１５）の金額２９１２万０６５８円を修正後残高とし、修正額である１億４３４７

万６０５５円が本件調査報告書案中の棚卸資産の修正額１億４３４７万６０００円

と近似する（甲１２）旨主張する。しかし、戊公認会計士は棚卸資産の実地棚卸し

の立会いをしておらず、質問又は資料の閲覧によったものの、詳細な資料が存在し

ないことから、いつ操作が行われ、それが現在の帳簿額にどのよう結び付くのか確

認できなかった旨を記載しているのであって（甲１２）、本件調査報告書案中の棚

卸資産の修正額１億４３４７万６０００円に具体的根拠があるとはいえない。そう

すると、平成２９年２月期の棚卸明細（合板等及び木材）（甲１５）の金額２９１

２万０６５８円（修正後残高）と修正額とされる１億４３４７万６０５５円は、い

ずれも根拠が乏しいというべきである。 

       ｂ 上記②（平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳書）について 

         上記②（平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳書）については、

いつ、誰が、どのような資料に基づいて、どのように集計したかが判然としない。 

         この点に関し、原告は、平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳書

（甲１６の１・２）がＣから提供を受けたもので実額が記載されている旨主張する。

しかし、本件調査報告書案には戊公認会計士が本件調査報告書案を作成するに当た

りこれを資料として参照した旨の記載がない（戊公認会計士は、Ｃのヒアリングを

実施したから〔甲１２、弁論の全趣旨〕、Ｃがその存在を指摘できたはずである。）。

そうすると、平成２７年２月期及び平成２８年２月期の科目別内訳書（甲１６の

１・２）は、信用性に疑義があるというべきである。 

       ｃ 上記③（平成２４年２月期の棚卸明細）について 

         上記③（平成２４年２月期の棚卸明細）については、いつ、誰が、どのような資

料に基づいて、どのように集計したかが判然としない。また、「棚卸明細（合板等）」

の作成日は「平成２４年１月２３日」であって、同期末から１か月以上も前の時点

のものである。そうすると、同期の棚卸明細（甲１７）は、同期末の棚卸資産の残

高を示すものとはいえない。 

       ｄ 原告の上記推計について（まとめ） 
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         したがって、原告の上記推計は、合理的な根拠を伴うものとはいえない。 

    （ウ）以上によれば、原告の上記主張は採用することができない。 

    エ Ａ社の平成２５年２月期末の受取手形及び売掛金の一部が架空のものであるか否かにつ

いて 

    （ア）原告は、前記第２の４（１）の（原告の主張）欄イ（エ）のとおり主張する。 

       原告の上記主張は、Ａ社の平成２５年２月期末の得意先別売上分析（５８期）（甲２

８の１）の記載を前提とするものであるところ、得意先別売上分析（５８期）の記載を

裏付ける客観性の高い証拠はない（原告は、「得意先別売上分析（５８期）」の表計算ソ

フトのデータの更新日時が「２０１３／０３／０６」であること〔甲２８の３〕から、

これが平成２５年当時に作成された旨主張するが、次の事業年度に関する得意先別売上

分析（５９期）の表計算ソフトのデータの更新日時が「２０１６／０２／０５」である

こと〔甲２８の３〕に照らせば、これらが統一的な手順によって作成されたものともい

えない。）。そして、得意先売上分析（５８期）は、「Ｔ」、「Ｕ」等の複数の取引先につ

いて、平成２４年１１月～平成２５年２月の間の売上げを計上するが、これらの売上げ

について、原告が売上金の入金先として主張するＨ銀行岸和田支店、Ｉ信用金庫泉大津

支店の各当座預金口座に上記期間中の入金はなく、平成２５年２月期の受取手形の内訳

書、売掛金の内訳書（甲２５、２９）にも記載がないことに加え（別紙３－③の「Ｔ」、

「Ｕ」等参照）、得意先別売上分析（５８期）の年間合計額４億８８４９万１２６８円

（甲２８の１・６枚目）が平成２５年２月期の売上高４億９９７６万４６４４円（甲１

３の６・４枚目）と一致しない。そうすると、得意先別売上分析（５８期）（甲２８の

１）の記載は信用性が低いというべきであり、これに基づいた原告の上記主張も採用し

難いものということができる。 

       この点を措くとしても、原告の上記主張は、①Ａ社の受取手形及び売掛金が、必ず預

貯金等の内訳書（甲３３の１・２）記載の預金口座への入金により回収されることを前

提とするものであると解されるところ、原告自身、現金による決済がされた部分がある

ことを前提とした主張をしており（別紙３－③「備考」欄の「全額現金回収」。前記第

２の４（１）の〔原告の主張〕欄イ（エ））、その可能性を認めているほか、相殺による

決済等の可能性がある。また、原告の上記主張は、②Ａ社の受取手形及び売掛金は、遅

くとも発生から４か月以内に回収されることを前提とするものであると解されるところ、

債務者の支払が遅延し、４か月以内に受取手形及び売掛金が回収されなかった可能性が

ある。 

       そうすると、平成２５年２月期末の前後４か月以内に預貯金等の内訳書（甲３３の

１・２）記載の預金口座に入金がなかったとしても、これをもって同期末のＡ社の貸借

対照表に記載された受取手形及び売掛金の一部が架空であったということはできない

（原告が、Ａ社においては売掛金が約２か月で回収されていたとし、この期間に回収さ

れていない売掛金が架空であった旨主張する点についても同様である。）。 

       なお、原告は、売掛金の一部（「F」や「（有）Ｇ」）が不良債権であった旨主張する。

しかし、「Ｆ」や「（有）Ｇ」が倒産した事実や、それらに対するＡ社の売掛金が平成２

５年２月期末時点において、評価通達２０５（貸付金債権等の元本価額の範囲）の定め

る事由に該当することを裏付ける客観的な証拠はない。したがって、これらの事実を認
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めることはできない。 

    （イ）以上によれば、原告の上記主張は採用することができない。 

    オ 小括 

      原告は、Ａ社の平成２５年２月期末の貸借対照表に記載された額に基づいて当初申告を

したところ（上記認定事実エ）、上記ア～エのとおり、同期末の貸借対照表の各資産の評

価が誤っていることが具体的に明らかにされたとはいえず、評価通達によって本件株式を

評価することができないから、当初申告書に記載した「課税標準等…の計算が国税に関す

る法律の規定に従っていなかった」ということはできない。 

  ２ 争点２（当初申告書の提出により「納付すべき税額…が過大」となったか否か）について 

  （１）検討 

    ア 上記１（１）のとおり、課税庁が更正の請求の処理に当たり、申告額を見直すことは、

税額の見直しにとどまらず、更正の請求における更正の事由の当否を判断するためである

ということもでき、納税者から更正の請求事由に係る主張・立証がない場合には、納税者

の主張・立証する範囲が明らかにならず、更正の請求における更正の事由の存否が判断で

きないこととなるから、このような場合については、申告によって一旦確定した税額を正

当なものとして扱うことになる。以下、この観点から検討する。 

    イ 上記１において説示したとおり、当初申告の前提とされた平成２５年２月期末の貸借対

照表の各資産の評価が誤っていることが具体的に明らかにされたとはいえず、本件株式を

評価通達によって評価することができないから、当初申告書の提出により「納付すべき税

額…が過大」であったということもできない。 

  （２）原告の主張について 

     原告は、前記第２の４（２）の（原告の主張）欄のとおり、Ａ社の平成２５年２月期末の

貸借対照表の一部が架空であったことが明らかとなったときは、当該架空であったことが明

らかとなった部分に応じ、納付すべき税額が減額されるべきである旨主張する。 

     しかし、上記（１）イのとおり、本件株式を評価通達によって評価することができないか

ら、当初申告書の提出により「納付すべき税額…が過大」であったということはできない。 

     したがって、原告の主張は採用することができない。 

  （３）小括 

     以上によれば、当初申告書の提出により「納付すべき税額…が過大」であったとはいえな

い。 

  ３ 本件通知処分の違法性について 

    上記１、２のとおり、本件更正請求は国税通則法２３条１項１号の要件を満たしていたとは

いえないから、岸和田税務署長がした本件通知処分が違法であるとはいえない。 

 第４ 結論 

   よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 山地 修 

   裁判官 新宮 智之 

   裁判官 山田 慎悟 
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別紙２、別紙３－①～④、別表２ 省略 
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